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（裏面に続く） 

 

団体概要書 

記載例 

法 人 名 株式会社 学校教育支援センター 

 

＜団体概要＞ 

※ 各項目の行数は適宜追加が可能です。 

（１）所在地 

東京都練馬区光が丘６－４－１ 

（２）代表者名 

代表取締役 練馬太郎 

（３）設立年月日 

平成元年４月１日 

（４）社員数と専従社員数 

（従業員数） ３５０名 （専従社員数）     １００名  

※専従社員＝教育部門に属する社員数 

（５）学習支援事業の継続年数 

４年 

※学習支援事業＝生活困窮者自立支援法（平成 25年法律第 105 号）に基づく生活困窮者の子供

に対する学習支援事業 

（６）学習支援事業および類似事業の活動実績、官公庁との契約実績 

 ※活動参加人数（事業参加者）も記載すること。 

平成２８年度～平成３０年度  ひとり親家庭生活・学習支援（町田市）【50 人】 

平成３１年度～令和３年度 若者サポートステーション（港区）【９人】 

令和２年度  小学校科学教室（千代田区）【30 人】 

令和３年度  求職者支援訓練（厚生労働省）【３人】 

令和３年度  不登校対策講演会（独自事業）【40 人】 

令和４年度～令和６年度  学習支援事業「中３勉強会」（平和台図書館）（練馬区）【30 人】 

（７）区民雇用の促進 

※公平な選考を行うため「（７）区民雇用の促進」の記載例は省略します。 

 

（８）危機管理への取組み 

・安全管理体制・トラブル対応・緊急連絡体制（別紙参照） 

・個人情報保護の取り組み状況、情報セキュリティの取り組み状況（別紙参照） 

 

※公平な選考を行うため「（８）危機管理への取組み」の「別紙」は付けておりません。 



 

（９）応募理由 

※公平な選考を行うため「（９）応募理由」の記載例は省略します。 

（10）主な事業内容（団体の活動状況） 

＊事業案内パンフレット等があれば添付してください 

・学習支援事業（別添） 

・広告事業（別添） 

・人材派遣事業（別添） 

 

 


